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福 岡 市 博 多 区 博 多 駅 東 二 丁 目 十 番 七 号 国 土 交

通 省 九 州 地 方 整 備 局 企 画 部 技 術 管 理 課

那 覇 市 お も ろ ま ち 二 丁 目 一 番 一 号 内 閣 府 沖 縄

総 合 事 務 局 開 発 建 設 部 技 術 管 理 課

三 合 格 証 明 書 の 交 付 申 請

^ 申 請 す る こ と が で き る 者 財 団 法 人 全 国 建

設 研 修 セ ン タ ー の 行 う 一 級 土 木 施 工 管 理 技 術

検 定 実 地 試 験 に 合 格 し た 者

_ 提 出 書 類 合 格 証 明 書 交 付 申 請 書

` 申 請 の 受 付 期 間 平 成 二 十 四 年 一 月 十 七 日

か ら 平 成 二 十 四 年 一 月 三 十 一 日 ま で と す る 。

た だ し 、 郵 送 に よ る と き は 受 付 期 間 内 の 消 印

の あ る も の に 限 り 受 け 付 け る 。

四 申 請 書 等 の 提 出 先 申 請 書 等 の 提 出 先 は 次 の

各 地 方 整 備 局 、 北 海 道 開 発 局 及 び 沖 縄 総 合 事 務

局 と す る 。

〒 〇 六 〇 e 八 五 一 一 札 幌 市 北 区 北 八 条 西 二 丁

目 国 土 交 通 省 北 海 道 開 発 局 事 業 振 興 部 技 術 管

理 課
〒 九 八 〇 e 八 六 〇 二 仙 台 市 青 葉 区 二 日 町 九 番

十 五 号 国 土 交 通 省 東 北 地 方 整 備 局 企 画 部 技 術

管 理 課

〒 三 三 〇 e 九 七 二 四 さ い た ま 市 中 央 区 新 都 心

二 番 地 一 国 土 交 通 省 関 東 地 方 整 備 局 企 画 部 技

術 管 理 課

〒 九 五 〇 e 八 八 〇 一 新 潟 市 中 央 区 美 咲 町 一 丁

目 一 番 一 号 国 土 交 通 省 北 陸 地 方 整 備 局 企 画 部

技 術 管 理 課

〒 四 六 〇 e 八 五 一 四 名 古 屋 市 中 区 三 の 丸 二 丁

目 五 番 一 号 国 土 交 通 省 中 部 地 方 整 備 局 企 画 部

技 術 管 理 課

〒 五 四 〇 e 八 五 八 六 大 阪 市 中 央 区 大 手 前 一 丁

目 五 番 四 十 四 号 国 土 交 通 省 近 畿 地 方 整 備 局 企

画 部 技 術 管 理 課

〒 七 三 〇 e 八 五 三 〇 広 島 市 中 区 上 八 丁 堀 六 番

三 十 号 国 土 交 通 省 中 国 地 方 整 備 局 企 画 部 技 術

管 理 課

〒 七 六 〇 e 八 五 五 四 高 松 市 サ ン ポ ー ト 三 番 三

十 三 号 国 土 交 通 省 四 国 地 方 整 備 局 企 画 部 技 術

管 理 課

〒 八 一 二 e 〇 〇 一 三 福 岡 市 博 多 区 博 多 駅 東 二

丁 目 十 番 七 号 国 土 交 通 省 九 州 地 方 整 備 局 企 画

部 技 術 管 理 課

〒 九 〇 〇 e 〇 〇 〇 六 那 覇 市 お も ろ ま ち 二 丁 目

一 番 一 号 内 閣 府 沖 縄 総 合 事 務 局 開 発 建 設 部 技

術 管 理 課

五 合 格 証 明 書 交 付 申 請 者 に 対 し 平 成 二 十 四 年

二 月 下 旬 以 降 に 合 格 証 明 書 を 交 付 す る 。

諸 事 項

工 場 財 団

東京都文京区関口二丁目３番３号ニチバン株式
会社の工場財団に埼玉県日高市大字大谷沢100番
地ニチバン株式会社埼玉工場の機械器具等を追加
する変更登記申請に係る動産につき権利を有する
者、差押、仮差押又は仮処分債権者は、本日から
32日以内に権利を申し出て下さい。
平成 24年１月 17日

さいたま地方法務局飯能出張所

国営田沢二期土地改良事業計
画の公告

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条第
１項の規定に基づき、国営田沢二期土地改良事業
（農業用用排水）につき土地改良事業計画を定め
たので、同条第５項の規定により公告し、土地改
良事業計画書の写しを次のとおり縦覧に供する。
なお、この計画については、同条第６項の規定
に基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起算して
15日以内に農林水産大臣に異議申立てをすること
ができる。
また、同条第７項の規定による決定に不服があ
る者は、同条第10項の規定に基づき、国を被告と
して、当該決定があったことを知った日の翌日か
ら起算して６か月以内に当該決定に対する取消し
の訴えを提起することができる。
平成 24年１月 17日

農林水産大臣 鹿野 道彦
１ 縦覧に供すべき書類の名称
国営田沢二期土地改良事業計画書（農業用用
排水）の写し
２ 縦覧期間
平成24年１月18日から平成24年２月14日まで

３ 縦覧場所
秋田県大仙市、仙北市及び仙北郡美郷町各事
務所

相続財産管理人の選任

次の被相続人について、相続人のあることが明
らかでないので、その相続財産の管理人を次のと
おり選任した。

平成２３年（家）第１５１５号
三重県鈴鹿市三日市１丁目16番５号
申立人 秦 洋一
本籍三重県鈴鹿市岡田１丁目２番、最後の住
所三重県鈴鹿市岡田１丁目２番１号、死亡の
場所三重県鈴鹿市、死亡年月日平成23年８月
29日、出生の場所大阪府大阪市天王寺区、出
生年月日昭和９年４月３日、職業無職
被相続人 亡 矢野 盛義
事務所三重県津市栄町２丁目466番地 楠井
法律事務所
相続財産管理人 弁護士 片山 眞洋

津家庭裁判所
平成２３年（家）第１８１号
東京都千代田区霞が関１丁目１番１号
申立人 国
本籍三重県南牟婁郡紀宝町井田1664番地、最
後の住所三重県南牟婁郡紀宝町井田1550番
地、死亡の場所和歌山県東牟婁郡那智勝浦町、
死亡年月日平成22年１月16日、出生の場所三
重県南牟婁郡井田村、出生年月日大正７年12

月19日、職業無職
被相続人 亡 阪本みなゑ
事務所津市栄町２`18`２ きりん第７ビル
４階 角谷一成法律事務所
相続財産管理人 弁護士 角谷 一成

津家庭裁判所熊野支部
平成２３年（家）第６９１号
滋賀県米原市須川306番地
申立人 菅原 信道
本籍滋賀県長浜市西浅井町山門48番地、最後
の住所本籍に同じ、死亡の場所滋賀県高島市、
死亡年月日平成23年10月15日、出生の場所滋
賀県伊香郡永原村、出生年月日大正14年３月
18日、職業無職
被相続人 亡 田中 富野
滋賀県米原市須川306番地
相続財産管理人 司法書士 菅原 信道

大津家庭裁判所長浜支部

平成２３年（家）第８１９号
和歌山市雑賀崎2017番地の31

申立人 大亜鋼業株式会社
本籍和歌山県和歌山市毛見1508番地１、最後
の住所和歌山市毛見1508番地の１ヴォラー
レ・デル・マーレ806号、死亡の場所和歌山
県和歌山市、死亡年月日平成20年８月９日、
出生の場所和歌山県那賀郡小倉村、出生年月
日昭和22年７月１日、職業無職
被相続人 亡 ˆ野 之
事務所和歌山市五番丁８番地１リーガルセン
タービル２階
相続財産管理人 弁護士 山下 俊治

和歌山家庭裁判所
平成２３年（家）第３３０号
鳥取県東伯郡湯梨浜町大字龍島483番地２
申立人 井上 零子
本籍鳥取県倉吉市河原町1861番地、最後の住
所鳥取県東伯郡湯梨浜町大字はわい温泉58番
地６信生ゆりはまの里、死亡の場所鳥取県倉
吉市、死亡年月日平成23年11月４日、出生の
場所鳥取県東伯郡倉吉町、出生年月日昭和28

年３月３日、職業不明
被相続人 亡 秋房 清孝
鳥取県東伯郡湯梨浜町大字龍島483番地２
相続財産管理人 井上 零子

鳥取家庭裁判所倉吉支部

平成２３年（家）第７０９８７号
大阪府守口市南寺方東通１丁目13番16号
申立人 社会福祉法人柏清会
本籍大阪府守口市大枝西町18番地、最後の住
所大阪府守口市八雲北町２丁目26番１号、死
亡の場所大阪府守口市、死亡年月日平成22年
12月24日、出生の場所不詳、出生年月日大正
２年10月７日、職業無職
被相続人 亡 月居冨久惠

事務所大阪市浪速区元町１`５`７ ナンバ
プラザビル８階802

相続財産管理人 弁護士 奥山 泰行
大阪家庭裁判所

平成２３年（家）第７１１０７号
大阪市天王寺区東高津町12番10号
申立人 社会福祉法人大阪市社会福祉協議会
本籍大阪市平野区喜連東３丁目６番、最後の
住所大阪市平野区喜連東３丁目６番26`401

号、死亡の場所大阪市生野区、死亡年月日平
成23年７月21日、出生の場所大阪市北区、出
生年月日昭和２年７月22日、職業無職
被相続人 亡 中村 きよ
事務所大阪市北区西天満４丁目１番20号 Ｌ
ＥＥ ＰＬＡＺＡ302

相続財産管理人 弁護士 末井 太
大阪家庭裁判所
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